
令
和

年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

して完成・引渡が完了した海外施工実績の
うち、海外インフラプロジェクト技術者認
定・表彰制度において認定された工事で上
記の同種工事の現場（架設）経験を有す
る者であること。
ただし、配置予定技術者として満40歳以
下の若手技術者を配置し、かつ平成20年４
月１日以降に上記に掲げる同種工事の経験
を有する専任補助者を配置する場合に限
り、配置する若手技術者に求める平成20年
４月１日以降に完成・引き渡しが完了した
同種工事実績は以下のとおりとする。
 鋼橋上部工事の施工実績（架設以外
も可）
「Ｂ工事」のみ、または「Ｂ工事」を含
む複数工事に申請する場合、申請する全て
の配置予定技術者（専任補助者含む）は、
上記～の全ての要件を満たす現場
（架設）経験を有するものとする。

４）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び有効な監理技術者講習修了を有す
る者であること。
５）本工事は、建設業法第26条３項ただし書
の規定の適用を受ける監理技術者（特例監
理技術者）の配置は認めない。
６）配置予定技術者に加え、専任補助者を配
置する場合は、当該工事に専任で配置でき
ること。
なお、専任補助者は、上記１）～４）に
掲げる基準を満たすこと。また、本工事に
申請できる専任補助者は１名のみとし、専
任補助者を２名以上申請した場合は、競争
参加資格がないものとする。

 申請書（競争参加資格確認のための添付資
料を含む。）の提出期限の日から開札の日まで
の期間に、中国地方整備局長から工事請負契
約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３
月29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停
止を受けていないこと。
 本工事に係る設計業務等の受注者（受注者
が設計共同体の場合は各構成員をいう。以下
同じ。）、又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある又は特別な提携関係等
がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。
 本工事に事業協同組合または協業組合とし
て申請書及び資料を提出した場合、その構成
員は単体として申請書及び資料を提出するこ
とはできない。

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価における評価項目及び評
価の着目点は、次のとおりとする。
以下、技術提案（具体的な施工計画）とは、
標準案と一部又は全て異なる施工方法で施工
することをいい、標準案とは、入札説明書（添
付図面等を含む。）の設計図面及び仕様等に示
した施工方法にしたがって施工することをい
う。

１）施工体制（施工体制評価点）
 品質確保の実効性
「工事の品質確保のための適切な施工
体制」について着目し評価する。
 施工体制確保の確実性
「工事の品質確保のための施工体制の
ほか、必要な人員及び材料の確保等の適
切な施工体制」について着目し評価する。

２）技術提案（具体的な施工計画）（加算点）
 橋梁上部工の品質・耐久性向上に関す
る施工計画
本工事は、橋梁上部工の品質及び耐久
性向上を図るための施工について技術提
案を求め、以下の「橋梁上部工の品質・
耐久性向上に関する施工計画」を評価項
目とする。
〇工場製作工において、鋼板の孔あけは
鋼材架設時の出来形精度に影響するた
め、十分留意する必要がある。
〇鋼コンクリート合成床版の品質を維持
することは重要であり、床版コンク
リートの型枠を兼用する底鋼板パネル
においてコンクリートの打設時におけ
る鋼板の変形やたわみに留意する必要
がある。
〇床版は大型車等の繰り返し通行に対し
て耐荷性能を維持することが重要であ
り、合成床版は鋼部材とコンクリート
が一体となって抵抗することから、密
実なコンクリートとなるよう施工（締
固め）に十分留意する必要がある。

 橋梁上部工における生産性向上に関す
る施工計画
本工事は、橋梁上部工の生産性向上を
図るための施工について技術提案を求
め、以下の「橋梁上部工における生産性
向上に関する施工計画」を評価項目とす
る。
〇昨今の社会情勢や技術者不足が懸念さ
れる建設業界の実状に鑑み、建設現場
におけるイノベーションの推進や生産
性向上を図るため、本工事では現場架
設後の橋梁上部工出来形管理において
情報通信技術（ＩＣＴ）等による計測
技術を活用した省人化・省力化手法を
求める。

３）賃上げの実施に関する評価（加算点）
従業員への賃金引上げ計画の表明
大企業においては給与等受給者一人あ
たりの平均受給額を３％以上、中小企業
等は給与総額又は給与等受給者一人当た
りの平均受給額を15％以上、対前年度
比又は対前年比で増加することを表明し
ている場合について評価する。

４）賃上げ未達成による減点
公告日時点で、減点措置の通知を１年
未満の間に受けている者については、３
３）の評価の加算点よりも大きな減点
を行う。
ただし、以下の例に示すような、天災
地変等やむを得ない事情により賃上げを
実行することができなかった者について
は、減点措置を課さないこととする。
 特定非常災害の被害者の権利利益の
保全等を図るための特別措置に関する
法律（平成８年法律第85号）第２条第
１項の規定に基づき指定された特定非
常災害であって、同法に基づく特別措
置の適用対象となる地域に主たる事業
所が所在する企業については特別措置
が適用される期間は減点措置を課さな
いこととする。
 各種経済指標の動向等を踏まえ、平
成20年のいわゆる「リーマンショック」
と同程度の経済状況と認められる場合
においては、全国において減点措置を
課さないこととする。
 及びに該当しない場合であって
も、次のような自らの責によらない場
合で、かつ、その事実を客観的に証す
る書類とともに従業員が署名または記
名・捺印した理由書の提出があり、契
約担当官等が必要ないと認める場合に
は減点措置を課さないこととする。
 自然災害（風水害、土砂災害、地
震、津波、噴火、豪雪等）や人為的
な災害（火災等）等により、事務所、
工場、主要な事業場等が被災し、事
業の遂行が一定期間不可能となった
場合

なお、平成20年４月１日以降に産前産後
休業（労働基準法（昭和22年法律第49号）
第65条第１項又は第２項の規定による休
業）、育児休業（育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す
る法律（平成３年法律第76号）第２条第１
号に規定する休業）、介護休業（同条第２
号に規定する休業）（以下「産休育休等」と
いう。）を取得した場合は、産休育休等期間
に相当する期間を評価対象期間に加えるこ
とができる。
共同企業体の構成員としての実績は出資
比率が20％以上（地域維持型ＪＶの構成員
としての実績は出資比率が10％以上）であ
ること。ただし、乙型ＪＶ（異工種ＪＶ）
の同種工事の施工実績については、出資比
率に関わらず各構成員が施工を行った分担
工事の実績であること。
事業協同組合及び協業組合にあっては当
該組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、構成員のうち１社
の主任技術者又は監理技術者が上記の工事
経験を有していればよい。
なお、当該実績が国土交通省及び内閣府
沖縄総合事務局開発建設部（開発建設部関
係事務所を含む）の発注した工事のうち入

札説明書に示すものに係る実績である場合
にあっては、評定点が入札説明書に示す点
数未満のものを除く。
また、当該実績の発注機関がＣＯＲＩＮ
Ｓに登録を義務付けている場合は、ＣＯＲ
ＩＮＳに登録されていなければ、実績とし
て認めない。
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